
（第２号様式）

説
明

説
明

説
明

説
明

説
明

667,329

状
況
変
化

実施計画当初（平成21年～）からの状況変化

事
業
費
の
実
績

計（Ａ＋Ｂ） 千円 585,678 648,578

1.02この事業にかかる職員数 人/年 1.27 1.02

人件費（Ｂ） 千円 8,796 6,927

一般財源 千円 167,689 164,356 168,076

その他 千円 0 0

国庫支出金 千円 272,042

道支出金 千円 137,151

起　債 千円 0

308,370 317,616

168,925 174,710

0

6,927

直接事業費（Ａ） 千円 576,882 641,651

（評価年度決算見込） （予　算）

660,402

単位
21 年度 22 年度 23 年度

備　考
（決　算）

実績 146

日中活動系サービス【生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護、児
童デイサービス、短期入所】の利用者数

実績 2,037 2,465

居住系サービス【共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）、共同生活介護（ｹｱﾎｰﾑ）、施設入所支援】
の利用者数（各月利用者数の累計）

実績

日中活動系サービス利用者数 人 目標 2,000 2,100 2,400

訪問系サービス【居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援】の利用
者数

1,600

居住系サービス・日中活動サービス等を利用される方の障害福祉サービス受給者証の交
付者数（平均）

115

訪問系サービス利用者数 人 目標 216 240 312

22 年度

1,717 1,697

居住系サービス利用者数 人 目標 1,600 1,600

82.6実績 71.8

実績 302 295

25  年度

310 315

活
動
指
標

名　称 単　位 21 年度

障害福祉サービス受給者証交付実人員 人 目標 302

22 年度 25  年度

支給決定に対する利用率 ％ 目標 77.0 79.0 80.0

21

目
的

障害者等が、自立支援給付を受けながら、自ら持っている能力を最大限に発揮し、できる限り住み慣れた地域で生きがいを持っ
て自立した生活を送れること。

５
ヶ
年
の

施
策
展
開

障害者自立支援法に基づく自立支援給付を行う
①介護給付　（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援、児童デイ、短期入所（ショートステイ）、療養介
護、生活介護、施設入所支援、共同生活介護（ケアホーム））
②訓練等給付　（自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助（グループホーム））
③自立支援医療
④補装具給付

成
果
指
標

名　称 単　位 年度

障害福祉サービス支給決定に対する利用率　　給付件数（サービス毎合計実績）／ 支給
決定件数（サービス毎合計）　※いずれも介護給付＋訓練等給付

現
状
と
課
題

障害福祉サービスは、平成18年4月に施行された障害者自立支援法により、それまでは障害の種別（身体・知的・精神）によって
異なっていたサービスが共通の仕組みで利用できるようになった。しかし、全国的にもサービス提供事業所等の新法体系への移
行がなかなか進んでいない。今後、対象者のニーズを把握するとともに制度改正等の状況を見ながら、障がいのある人が身近
な地域で安心して生活を営んでいくため、サービス提供事業所等との連携を図りながらサービス基盤の確保を推進し、各事業の
計画的実施を図っていく必要がある。

総
合
計
画
体
系

分　野 2 保健・医療・福祉

政　策 3 支え合いだれもが安心して暮らせるまちづくり

施　策 3 障がいがあっても地域の中で自立できるよう支援します

関連施策

評価担当部署 生活福祉部社会福祉課 課長（主幹）名 熊谷　悦子

実施計画事業名 障害者自立支援給付等事業 評価対象年度 平成

整理№ 97 事 業 評 価 シ ー ト

22 年度



【１次評価】

年 月 日

意
　
見

障害者自立支援給付等事業 最終更新日 平成 23 4 19

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし
＜２次評価者の視点からコメントを記入する＞

１次評価のとおり取り進めること。

【内部評価委員会】

＜Ａ～Ｃ判定を受けての今後の方針、問題点に対する改善策などを記入する＞

障がい者が地域で安心して生活できるよう「第2期稚内市障がい福祉計画」にそった入居系や日中活動系サービス
提供事業を今後も充実する。

【２次評価】

コスト効率 ａ成　　果 ａ 細事業の構成

細
事
業
の
構
成
・
進
め
方

細事業の改廃や新規細事業の必要性はないか

ａ

ａ 細事業の進め方 ａ

総
合
評
価

Ａ 概ね問題なし

各細事業の進め方について、市民との協働、他団体等との役割分担の見直し、環境への配慮など、改善の必要性はないか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

コ
ス
ト
効
率

無駄なコストが発生していないか、投入した予算や人員に見合った効果が得られているか

ａ 　ａ　問題なし　　ｂ　改善の余地がある
＜ｂ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

　ａ　問題なし　　ｂ　検討の余地がある　　ｃ　早急な改善が必要
＜ｂ またはｃ の場合は、具体的な細事業名などを挙げ、問題点を記入する＞

成
 
 

果

成果指標の単年度の目標値は達成できたか（単年度の目標値がない場合は、長期的な目標値を達成できそうか予測）

ａ 　 ａ　目標達成　　　ｂ　ほぼ目標どおり　　ｃ　目標達成できず（目標値と大きな差がある）
＜ｃ の場合は、なぜかを分析して記入する＞


